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2007 年度病院内保育所予算に対する要求書 
 

日ごろの県民医療・福祉の充実、看護師の確保対策へのご尽力に敬意を表します。 
さて、補助金の減額にあわせ、医療における規制緩和の影響等も受け、病院内保育所は

厳しい運営を余儀なくされてきました。さらに年度から院内保育所補助金は、看護師確保

と離職防止の枠組みから他の予算と統合補助金化され、「医療提供体制推進事業費補助金」

の中に組み込まれました。また新たに保育料収入相当額の控除引き上げも厚生労働省から

しめされました。 
保育行政全般を見てみても、規制緩和と保育制度改悪が次々と提起され、国・自治体の

公的責任の放棄、国庫負担の大幅削減と保育の市場化につながる動きが急速に広がってい

ます。中でも企業委託された施設においては、必要な人員配置を安価な短時間労働者でつ

なぐ保育が展開されています。労働条件、将来展望の先行きが明確でないことに保育関係

者にとって大きな不安となっています。 
今日、医師・看護師等の不足は社会問題となっており、安全・安心の医療体制確立、働

き続けるためにも病院内保育所の拡充、発展は緊急の課題になっております。つきまして

は以下の要求に対して、具体的で誠意ある回答をお願いいたします。 
 

要 求 項 目 
 

1， 病院内保育所への県単独補助制度を大幅に拡大し、下記の項目を早急に実現すること。 
(1) 統合補助金化にともなう減額分は県が全額補填すること。 
(2) 補助対象の児童数は、利用している児童全員を対象とし、あくまでも年度末の実績を基

準とすること。 
(3) 自治体病院の補助金を減額しないこと。 



(4) 補助金は地域の保育所との格差をなくし、最低でも保育士の体制は認可外保育施設指導

監督基準である「概ね児童福祉施設基準以上であること。ただし、２人を下回ってはな

らない」を守れる基準の設置と実施できる補助金の増額を行なうこと。また、保育士の

福利厚生の充実、研修も行なえる措置を講ずること。 
(5) 産休明けの乳児加算、B 型の 10 時間を越える保育への長時間加算、休日・夜間保育へ

の補助の新設及び 24 時間保育に対する補助額を大幅に引き上げること。 
(6) 「小規模」施設を対象にするよう補助内容を拡大すること。 
(7) 院内保育所の設置状況、利用状況（こども数、保育時間等）、保育士の処遇などについ

て定期的に調査・指導すると共に、その結果を明らかにすること。また、改善のための

予算措置をすること。 
 
2， 国に対し意見・要請等行なうこと。 
(1) 統合補助金化による補助金の引き下げは一切行なわないこと。 
(2) ｢保育料収入相当額の控除｣と｢負担能力指数｣による補助金の調整を撤廃すること。 
(3) 補助対象の児童数は利用している児童全員を対象とし、なおかつ年度末の児童数を基準

とすること。 
(4) 院内保育所の保育料について、消費税の課税対象にしないこと。 
(5) 児童福祉法に基づく必要人員は正規雇用の常勤労働者を基本として確保し、公立保育所

に準じた賃金・労働条件が確保されるよう、必要な財政措置を図ること。 
(6) 営利企業の保育所運営への参入を規制し、保育の質と適正な労働条件が確保されるよう、

厚生労働省の担当部局が指導すること。 
(7) 国立中部老人医療センター（直営施設）、独立行政法人国立病院機構の病院（独法施設）

の院内保育所について、国及び病院機構が事業主として保育所の設置運営に責任を持ち、

全園を存続・拡充させること。独法施設の院内保育所に対して、「病院内保育所補助事

業」の対象とするか、別途、院内保育所補助を使用目的とした財政補助を行なうこと。 
(8) 独法施設の委託見直しにあたっては、当該園関係者の意見を尊重し、良質な保育及び保

育所職員の賃金労働条件の改善を保障できる委託内容・委託料とすること。 
(9) 自治体立病院内保育所補助金の一般財源化をやめること。 
(10) こどもが 4 人に満たない「小規模保育所」への補助を新設すること。 
(11) 補助実施要綱の B 型のこども数を 6 人に戻すこと。また、保育料を助成基準から

はずすこと。 
(12) 児童福祉法に基づく公的保育所制度を守り、充実させ、保育所最低基準を大幅に

引き上げ、保育予算を増額すること。また、「幼保一元化」「給食調理室の設置義務廃止」

「国庫補助金削減」「保育所予算の一般財源化」など行なわないこと。 
 

以 上 


